


■

条
　
例

●
東
日
本
大
震
災
の
災
害
被
害
者
に
対
す
る
平
成
24
年
度

　

に
お
け
る
国
民
健
康
保
険
税
の
減
免
に
関
す
る
条
例
の

　

制
定

　

平
成
23
年
度
に
行
っ
た
東
日
本
大
震
災
に
よ
る
地
震
災

害
等
の
被
害
者
へ
の
国
民
健
康
保
険
税
の
減
免
を
、
平
成

24
年
度
に
つ
い
て
延
長
適
用
す
る
た
め
の
条
例
を
制
定
し

ま
し
た
。
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平
成
24
年
第
４
回
定
例
会
は
９
月
５
日
に
招
集

さ
れ
９
月
24
日
ま
で
の
20
日
間
の
会
期
で
開
催
さ

れ
ま
し
た
。

　

市
長
か
ら
提
案
さ
れ
た
案
件
は
、
報
告
３
件
、

人
事
２
件
、
条
例
制
定
１
件
、
条
例
の
一
部
を
改

正
す
る
条
例
２
件
、
一
般
会
計
及
び
特
別
会
計
補

正
予
算
23
件
、
平
成
23
年
度
一
般
会
計
、
特
別
会

計
歳
入
歳
出
決
算
及
び
企
業
会
計
決
算
の
認
定
26

件
の
計
57
件
で
し
た
。
こ
れ
ら
の
案
件
は
一
部
を

除
き
所
管
の
常
任
委
員
会
に
付
託
し
て
審
査
の

後
、
本
会
議
で
採
決
し
た
結
果
、
原
案
ど
お
り
可

決
し
ま
し
た
。

　

ほ
か
に
議
員
発
議
の
決
議
１
件
、
意
見
書
１
件

を
原
案
ど
お
り
可
決
し
ま
し
た
。



●
伊
達
市
介
護
給
付
費
準
備
基
金
条
例
の
一
部
を
改
正
す

　

る
条
例

　

第
５
期
介
護
保
険
事
業
計
画
期
間
に
お
け
る
介
護
保
険

料
率
の
増
加
抑
制
の
た
め
、
財
政
安
定
化
基
金
特
例
交
付

金
が
交
付
さ
れ
、
当
該
交
付
金
の
使
途
に
従
い
、
平
成
24

年
度
か
ら
平
成
26
年
度
に
介
護
保
険
特
別
会
計
に
繰
り
入

れ
る
た
め
、
所
要
の
改
正
を
行
い
ま
し
た
。

●
伊
達
市
下
水
道
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例

　

下
水
道
法
施
行
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令
の
施
行
に

伴
い
、
条
例
第
10
条
の
３
第
１
項
に
定
め
る
排
水
基
準
値

に
つ
い
て
、
所
要
の
改
正
を
行
い
ま
し
た
。

■

補
正
予
算

●
平
成
24
年
度
伊
達
市
一
般
会
計
補
正
予
算
（
第
２
号
）

　

１
２
０
億
７
２
７
１
万
６
千
円
を
増
額
し
、
予
算
総
額

を
６
１
１
億
８
３
０
１
万
２
千
円
と
し
ま
し
た
。

　

歳
出
の
主
な
も
の
は
、
東
日
本
大
震
災
に
係
る
災
害
復

旧
事
業
と
し
て
、
り
ょ
う
ぜ
ん
紅
彩
館
管
理
運
営
事
業
５

５
７
０
万
円
、
放
射
能
対
策
事
業
と
し
て
、
除
染
対
策
事

業
96
億
７
３
９
２
万
２
千
円
、
外
部
被
曝
検
査
事
業
２
億

５
３
１
１
万
円
な
ど
を
計
上
し
、
さ
ら
に
、
健
幸
都
市
推

進
事
業
、
新
エ
ネ
ル
ギ
ー
推
進
事
業
、
道
路
施
設
等
維
持

管
理
事
業
、
小
学
校
施
設
維
持
管
理
事
業
な
ど
の
所
要
経

費
を
計
上
し
ま
し
た
。

　

歳
入
の
主
な
も
の
は
、
社
会
資
本
整
備
総
合
交
付
金
等

の
国
庫
支
出
金
７
１
９
７
万
６
千
円
、
除
染
対
策
事
業
交
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伊
達
市
で
は
道
の
駅
と
し
て

　
　
　

伊
達
地
区
に
つ
い
て
は
道
の
駅

検
討
委
員
会
が
設
置
さ
れ
基
本
構
想
が

つ
く
ら
れ
ま
し
た
。
一
方
霊
山
地
区
で

は
霊
山
道
路
を
視
野
に
入
れ
た
、
国
道

１
１
５
号
沿
線
を
予
定
地
と
す
る
検
討

委
員
会
設
置
の
請
願
が
採
択
さ
れ
ま
し

た
が
、
未
だ
設
置
さ
れ
て
い
ま
せ
ん
。

道
の
駅
設
置
者
の
要
件
と
い
う
も
の
が

国
土
交
通
省
か
ら
示
さ
れ
て
お
り
市
町

村
ま
た
は
市
町
村
に
か
わ
り
得
る
団
体

と
な
っ
て
お
り
ま
す
。
霊
山
地
区
の
道

の
駅
設
置
に
は
伊
達
市
の
関
与
が
必
要

に
な
り
ま
す
が
、
市
は
霊
山
地
区
に
道

の
駅
検
討
委
員
会
を
設
置
す
る
計
画
は

あ
る
の
か
伺
い
ま
す
。

　
　
　
　

現
在
、
こ
の
部
分
を
含
め
て

　
　
　

東
北
自
動
車
道
ま
で
都
市
計
画

が
決
定
し
ま
し
た
。

　

今
後
の
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
に
つ
い
て

は
、
詳
細
が
国
か
ら
示
さ
れ
て
お
ら

ず
、
先
に
進
め
な
い
と
こ
ろ
で
す
。

　
　
　
　

国
の
方
針
が
決
ら
な
い
と
検

　
　
　

討
委
員
会
が
設
置
で
き
な
い
と

の
こ
と
で
す
が
、
ど
の
よ
う
な
規
模
の

も
の
を
つ
く
る
の
か
、
運
営
の
方
法
な

ど
、
ま
ず
伊
達
市
で
は
国
へ
要
望
を
伝

え
る
た
め
に
も
国
の
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
に

先
行
し
て
検
討
す
べ
き
と
思
い
ま
す
が

市
で
は
ど
の
よ
う
に
考
え
て
い
ま
す

か
。

　
　
　
　

道
の
駅
の
中
身
に
つ
い
て

　
　
　

は
、
幅
が
広
く
、
内
容
も
多
い

の
で
、
今
後
は
検
討
委
員
会
設
置
に
向

け
て
検
討
を
し
て
い
く
考
え
で
す
。

■
道
の
駅
に
つ
い
て

佐々木　彰　議員

　
　
　
　

原
発
事
故
に
お
け
る
東
電
・

　
　
　

国
の
責
任
は
、
国
会
事
故
調
も

「
人
災
」
と
認
め
る
よ
う
に
明
ら
か
で

す
。
Ｃ
エ
リ
ア
除
染
を
市
民
協
働
で
す

る
と
い
う
が
、
被
害
者
で
あ
る
住
民
を

「
た
だ
働
き
」
さ
せ
な
い
よ
う
に
、
作

業
日
誌
を
つ
け
て
も
ら
い
、
人
件
費
等

の
損
害
賠
償
を
求
め
る
決
意
が
あ
る
の

か
伺
い
ま
す
。

　
　
　
　

除
染
全
般
に
つ
い
て
で
す

　
　
　

が
、
除
染
前
後
の
線
量
や
写
真

な
ど
の
記
録
は
残
し
ま
す
。
ま
た
、
原

賠
審
の
絡
み
も
あ
り
ま
す
の
で
、
そ
う

い
っ
た
形
で
取
り
組
ん
で
い
き
た
い
と

思
っ
て
お
り
ま
す
。

　
　
　
　

特
定
避
難
勧
奨
地
点
の
あ
る

　
　
　

地
区
の
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ー
が
補

償
や
避
難
支
援
の
有
無
で
、
崩
壊
し
つ

つ
あ
り
ま
す
。
地
区
の
住
民
に
一
体
ど

ん
な
落
ち
度
が
あ
っ
た
の
か
、
ま
た
市

と
し
て
何
か
で
き
る
こ
と
は
な
い
の
か

伺
い
ま
す
。

　
　
　
　

そ
う
い
っ
た
地
域
に
住
む
方

　
　
　

々
に
特
に
落
ち
度
は
あ
っ
た
と

は
考
え
て
い
ま
せ
ん
。
ま
た
振
興
策
と

し
て
、
米
を
作
っ
た
り
す
る
の
は
、
し

ば
ら
く
は
難
し
く
、
作
っ
て
も
風
評
が

つ
い
て
回
る
こ
と
も
あ
り
ま
す
。
塩
害

の
あ
る
場
所
の
よ
う
に
水
耕
栽
培
、
工

業
的
な
農
業
を
考
え
て
い
く
必
要
が
あ

り
ま
す
。
逆
に
い
ろ
い
ろ
ご
提
案
い
た

だ
き
た
い
で
す
。

　
　
　
　

特
定
避
難
勧
奨
地
点
の
あ
る

　
　
　

地
区
の
税
免
除
に
つ
い
て
伺
い

ま
す
。

　
　
　
　

税
の
問
題
は
伊
達
市
の
財
政

　
　
　

も
考
え
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ

ん
。
国
が
税
免
除
の
原
資
を
充
て
る
な

ら
ば
、
当
然
我
々
は
や
る
べ
き
で
あ
る

と
思
っ
て
お
り
ま
す
。

■
Ｃ
エ
リ
ア
除
染
、被
害
者
で
あ
る
市
民
の
労
働
に
対
す
る
損
害
賠
償
に
つ
い
て

菅野　喜明　議員
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昨
年
度
の
行
政
経
営
方
針
に

　
　
　

よ
る
一
般
事
業
に
お
い
て
三
十

一
の
事
業
・
予
算
額
十
七
億
七
千
七
百

万
円
余
り
が
本
年
度
に
繰
り
越
さ
れ
た

事
業
の
着
手
状
況
を
伺
う
。

　
　
　
　

繰
越
明
許
事
業
の
内
、
八
月

　
　
　

末
現
在
未
完
了
は
二
十
事
業
で

八
十
％
超
が
十
一
事
業
、
五
十
％
程
度

五
事
業
、
三
十
％
程
度
四
事
業
で
未
着

手
の
事
業
は
無
く
予
定
通
り
各
種
事
業

に
予
算
を
投
入
の
う
え
進
め
て
お
り
ま

す
。

　
　
　
　

「
収
納
シ
ス
テ
ム
改
修
」
繰

　
　
　

越
事
業
の
進
捗
を
問
う
。

　
　
　
　

コ
ン
ビ
ニ
エ
ン
ス
ト
ア
収
納

　
　
　

に
つ
い
て
、
来
年
四
月
か
ら
導

入
を
予
定
し
て
現
在
準
備
を
進
め
て
お

り
ま
す
。
市
内
の
大
手
の
コ
ン
ビ
ニ
で

対
応
可
能
と
な
り
ま
す
。

　
　
　
　

便
利
な
交
通
環
境
の
充
実
事

　
　
　

業
で
あ
る
各
支
所
管
内
の
道
路

工
事
事
業
、
き
め
細
や
か
な
生
活
密
着

道
路
の
改
修
の
繰
り
越
さ
れ
た
事
業
の

工
事
着
手
は
。

　
　
　
　

各
支
所
管
内
の
道
路
工
事
の

　
　
　

契
約
件
数
四
十
四
件
の
内
二
十

六
件
が
発
注
済
み
で
残
り
十
八
件
は
十

月
を
目
途
に
発
注
予
定
で
す
。

　

き
め
細
や
か
な
生
活
密
着
道
路
に
つ

い
て
は
契
約
予
定
件
数
十
七
件
の
内
七

件
発
注
済
み
で
残
り
は
十
月
ま
で
発
注

予
定
で
す
。

　
　
　
　

「
水
田
の
放
射
性
物
質
低
減

　
　
　

化
事
業
」
除
染
面
積
等
を
伺

う
。

　
　
　
　

二
十
三
年
度
の
水
田
除
染
事

　
　
　

業
、
放
射
能
の
移
行
低
減
化
の

事
業
は
面
積
二
百
二
十
ヘ
ク
タ
ー
ル
に

つ
き
ま
し
て
四
月
末
に
全
て
完
了
い
た

し
ま
し
た
。
業
務
は
Ｊ
Ａ
伊
達
み
ら
い

に
委
託
い
た
し
ま
し
た
。

■
平
成
23
年
度
の「
繰
越
さ
れ
た
主
事
業
」の
進
捗
状
況
は

大橋　良一　議員

　
　
　
　

米
の
全
袋
検
査
に
つ
い
て
伺

　
　
　

い
ま
す
。

　
　
　
　

平
成
二
十
四
年
産
米
の
全
袋

　
　
　

検
査
は
九
月
末
に
開
始
し
、

十
二
月
末
ま
で
に
終
了
予
定
で
す
。

　
　
　
　

一
日
当
た
り
の
米
の
検
査
数

　
　
　

量
に
つ
い
て
伺
い
ま
す
。

　
　
　
　

一
日
の
検
査
数
量
は
一
台
で

　
　
　

千
六
百
八
十
袋
（
三
十
キ
ロ
）

三
台
で
約
五
千
袋
の
検
査
が
可
能
と
見

込
ん
で
い
ま
す
。
検
査
の
ピ
ー
ク
は
十

月
と
十
一
月
の
両
月
と
予
測
し
て
い
ま

す
。

　
　
　
　

内
部
被
ば
く
を
少
な
く
す
る

　
　
　

た
め
に
、
農
作
物
を
作
る
畑
の

土
壌
調
査
に
つ
い
て
伺
い
ま
す
。

　
　
　
　

今
回
の
畑
の
土
壌
調
査
は
、

　
　
　

百
メ
ー
ト
ル
メ
ッ
シ
ュ
で
、
全

体
で
八
百
ヵ
所
を
予
定
し
て
い
ま
す
。

　
　
　
　

ホ
ー
ル
ボ
デ
ィ
カ
ウ
ン
タ
の

　
　
　

実
施
状
況
と
こ
れ
か
ら
の
予
定

に
つ
い
て
伺
い
ま
す
。

　
　
　
　

昨
年
の
十
月
か
ら
実
施
し

　
　
　

て
、
二
十
三
年
度
は
約
九
千
三

百
人
が
検
査
を
受
け
ま
し
た
。
結
果
は

ほ
と
ん
ど
の
人
が
健
康
に
影
響
を
及
ぼ

す
値
で
は
な
い
と
い
う
こ
と
で
し
た
。

二
十
四
年
度
は
中
野
病
院
、
梁
川
病

院
、
労
働
保
健
セ
ン
タ
ー
の
三
ヵ
所
で

一
日
約
百
三
十
人
か
ら
百
四
十
人
が
検

査
を
受
け
、
来
年
の
三
月
に
は
全
市
民

が
検
査
完
了
す
る
予
定
で
す
。
基
本
的

に
は
年
に
一
回
検
査
で
き
る
よ
う
な
体

制
を
作
り
た
い
と
考
え
て
い
ま
す
。

■
今
年
産
米
検
査
十
二
月
の
末
ま
で
に
終
了
予
定

丹治千代子　議員
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付
金
等
の
県
支
出
金
96
億
５
７
２
８
万
３
千
円
、
前
年
度

決
算
剰
余
金
の
繰
越
金
21
億
４
６
９
５
万
８
千
円
の
増
額

及
び
、
市
債
５
４
７
０
万
円
を
減
額
等
と
な
っ
て
い
ま
す
。

●
平
成
24
年
度
伊
達
市
国
民
健
康
保
険
特
別
会
計
補
正
予

　

算
（
第
２
号
）

　

前
年
度
繰
越
金
額
の
確
定
、
保
険
給
付
費
及
び
一
般
管

理
費
等
に
つ
い
て
の
補
正
で
、
２
１
２
万
１
千
円
を
減
額

し
、
補
正
後
の
予
算
総
額
を
75
億
８
７
７
万
９
千
円
と
し

ま
し
た
。

●
平
成
24
年
度
伊
達
市
後
期
高
齢
者
医
療
特
別
会
計
補
正

　

予
算
（
第
１
号
）

　

前
年
度
繰
越
金
額
の
確
定
、
保
険
料
還
付
金
及
び
後
期

高
齢
者
医
療
広
域
連
合
納
付
金
等
に
つ
い
て
の
補
正
で
、

２
９
３
万
６
千
円
を
増
額
し
、
補
正
後
の
予
算
総
額
を
６

億
２
７
５
２
万
１
千
円
と
し
ま
し
た
。

●
平
成
24
年
度
伊
達
市
介
護
保
険
特
別
会
計
補
正
予
算

（
第
１
号
）

　

前
年
度
繰
越
金
の
確
定
、
支
払
基
金
交
付
金
、
繰
入

金
、
基
金
積
立
金
、
介
護
給
付
費
等
実
績
に
基
づ
く
補
助

金
等
償
還
金
、
一
般
会
計
繰
出
金
等
に
つ
い
て
の
補
正

で
、
１
億
５
６
７
５
万
４
千
円
を
増
額
し
、
補
正
後
の
予

算
総
額
を
54
億
４
７
３
３
万
５
千
円
と
し
ま
し
た
。

●
平
成
24
年
度
伊
達
市
梁
川
簡
易
水
道
事
業
特
別
会
計
補

　

正
予
算
（
第
１
号
）

　

前
年
度
繰
越
金
の
確
定
、
国
庫
補
助
金
、
簡
易
水
道
事
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ホ
ー
ル
ボ
デ
ィ
カ
ウ
ン
タ
の

　
　
　

検
査
に
つ
い
て
、
障
が
い
者
や

体
の
不
自
由
な
高
齢
者
の
方
や
、
ま
た

伊
達
市
外
へ
避
難
さ
れ
た
方
の
検
査
対

応
に
つ
い
て
伺
い
ま
す
。

　
　
　
　

市
で
は
３
カ
所
で
検
査
実
施

　
　
　

を
し
て
い
ま
す
が
、
体
の
不
自

由
な
方
々
に
対
し
て
は
、
労
働
保
健
セ

ン
タ
ー
の
座
位
式
で
実
施
し
て
い
ま

す
。
ま
た
、
自
主
避
難
者
に
対
し
て

も
、
情
報
を
得
た
際
に
、
こ
ち
ら
に
来

て
い
た
だ
け
る
か
確
認
を
し
対
応
し
て

い
る
と
こ
ろ
で
す
。
北
海
道
、
静
岡
県

か
ら
来
て
受
診
し
て
い
た
だ
い
て
お
り

ま
す
。
ま
た
、
高
齢
者
や
ひ
と
り
暮
ら

し
の
方
に
は
保
健
師
が
地
域
に
入
っ
て

聞
き
取
り
調
査
を
し
、
送
迎
等
の
対
応

を
し
て
い
ま
す
。

　
　
　
　

現
時
点
に
お
け
る
除
染
の
進

　
　
　

捗
状
況
に
つ
い
て
伺
い
ま
す
。

　
　
　
　

線
量
の
高
低
に
よ
り
Ａ
エ
リ

　
　
　

ア
・
Ｂ
エ
リ
ア
・
Ｃ
エ
リ
ア
に

分
類
し
実
施
し
て
い
ま
す
。
Ａ
エ
リ
ア

に
つ
い
て
は
、
大
手
ゼ
ネ
コ
ン
に
発
注

し
実
施
中
で
す
。
Ｂ
エ
リ
ア
に
つ
い
て

は
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
の
終
了
後
、
地
元
業

社
に
発
注
す
る
た
め
ど
の
程
度
の
事
業

量
で
あ
れ
ば
受
注
で
き
る
の
か
意
向
調

査
を
さ
せ
て
い
た
だ
き
ま
し
た
。
そ
の

結
果
、
地
元
業
者
か
ら
は
出
来
な
い
と

い
う
回
答
は
な
く
、
事
業
量
を
大
手
ゼ

ネ
コ
ン
規
模
で
な
く
、
２
、
３
億
円
ぐ

ら
い
な
ら
受
注
で
き
る
と
の
結
果
で
し

た
。

■
内
部
被
ば
く
検
査
と
除
染
の
取
り
組
み
に
つ
い
て

小野　誠滋　議員

　
　
　
　

放
射
能
汚
染
か
ら
の
復
興
推

　
　
　

進
と
新
市
計
画
と
の
整
合
性
が

必
要
で
は
な
い
で
し
ょ
う
か
。

　
　
　
　

25
年
度
の
予
算
編
成
は
、
放

　
　
　

射
能
汚
染
か
ら
の
復
興
と
推
進

の
本
格
化
。
合
併
に
よ
る
新
市
建
設
計

画
と
の
整
合
性
を
見
定
め
、
何
を
重
点

的
に
取
り
組
ん
で
い
く
か
を
考
え
て
い

き
ま
す
。

　

放
射
能
対
策
は
継
続
中
で
あ
り
、
24

年
度
に
は
か
な
り
の
と
こ
ろ
ま
で
除
染

を
実
施
し
ま
す
が
、
生
活
圏
は
、
次
年

度
に
お
い
て
も
引
き
続
き
対
策
を
実
施

し
て
い
き
ま
す
。

　

高
齢
社
会
へ
の
対
応
と
し
て
は
、
ス

マ
ー
ト
ウ
エ
ル
ネ
ス
シ
テ
ィ
で
具
体
的

に
取
り
組
ん
で
い
き
ま
す
。
25
年
度

は
、
合
併
後
10
周
年
を
迎
え
る
節
目
に

向
け
て
の
課
題
に
取
り
組
ん
で
い
く
必

要
が
あ
り
ま
す
。

　
　
　
　

伊
達
市
の
中
・
長
期
視
点
に

　
　
　

立
っ
た
グ
ラ
ン
ド
デ
ザ
イ
ン
の

策
定
は
、
ど
の
程
度
ま
で
の
進
捗
に
な

っ
て
い
ま
す
か
。

　
　
　
　

グ
ラ
ン
ド
デ
ザ
イ
ン
の
進
捗

　
　
　

状
況
は
、
３
．
11
の
震
災
、
原

発
の
影
響
で
伊
達
市
の
置
か
れ
て
い
る

状
況
は
大
き
く
変
わ
り
、
今
後
、
少
子

高
齢
社
会
に
向
け
た
新
た
な
課
題
へ
の

対
応
が
求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。
中
・
長

期
的
な
戦
略
と
な
る
具
体
的
な
ビ
ジ
ョ

ン
と
し
て
再
生
特
別
措
置
法
、
東
北
中

央
自
動
車
道
へ
の
対
応
も
含
め
て
今
年

中
に
策
定
し
た
い
。

■
平
成
25
年
度
の
予
算
編
成
は佐々木英章　議員

業
債
、
一
般
会
計
繰
入
金
及
び
福
島
地
方
水
道
用
水
供
給

企
業
団
受
水
費
等
に
つ
い
て
の
補
正
で
、
３
６
２
万
６
千

円
を
増
額
し
、
補
正
後
の
予
算
総
額
を
１
億
６
９
３
４
万

６
千
円
と
し
ま
し
た
。

●
平
成
24
年
度
伊
達
市
月
舘
簡
易
水
道
事
業
特
別
会
計
補

　

正
予
算
（
第
１
号
）

　

前
年
度
繰
越
金
の
確
定
、
一
般
会
計
繰
入
金
、
基
金
繰

入
金
、
福
島
地
方
水
道
用
水
供
給
企
業
団
受
水
費
及
び
建

設
改
良
費
等
に
つ
い
て
の
補
正
で
、
６
７
０
７
万
３
千
円

を
増
額
し
、
補
正
後
の
予
算
総
額
を
２
億
６
２
２
３
万
８

千
円
と
し
ま
し
た
。

●
平
成
24
年
度
伊
達
市
公
共
下
水
道
事
業
特
別
会
計
補
正

　

予
算
（
第
１
号
）　

　

前
年
度
繰
越
金
の
確
定
、
一
般
会
計
繰
入
金
、
公
共
下

水
道
管
理
費
及
び
公
共
下
水
道
建
設
費
に
つ
い
て
の
補
正

で
、
１
６
０
万
４
千
円
を
減
額
し
、
補
正
後
の
予
算
総
額

を
12
億
２
３
２
１
万
８
千
円
と
し
ま
し
た
。

●
平
成
24
年
度
伊
達
市
粟
野
地
区
農
業
集
落
排
水
処
理
事

　

業
特
別
会
計
補
正
予
算
（
第
１
号
）

　

前
年
度
繰
越
金
の
確
定
及
び
基
金
積
立
金
等
に
つ
い
て

の
補
正
で
、
２
８
７
万
７
千
円
を
増
額
し
、
補
正
後
の
予

算
総
額
を
１
７
１
４
万
３
千
円
と
し
ま
し
た
。

●
平
成
24
年
度
伊
達
市
工
業
団
地
特
別
会
計
補
正
予
算

　
（
第
１
号
）

　

前
年
度
繰
越
金
の
確
定
に
よ
り
一
般
会
計
繰
出
金
の
追
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日
本
各
地
で
教
育
行
政
の
混

　
　
　

乱
が
と
ま
ら
な
い
状
況
に
あ
り

ま
す
。
い
じ
め
が
起
き
た
場
合
教
育
委

員
会
は
ど
の
よ
う
な
指
導
を
さ
れ
る
の

か
。

　
　
　
　

き
め
細
や
か
な
児
童
・
生
徒

　
　
　

の
観
察
そ
れ
に
尽
き
る
と
考
え

ま
す
。
学
校
全
体
で
対
応
す
る
よ
う
指

示
い
た
し
て
お
り
ま
す
。

　
　
　
　

特
に
大
切
な
こ
と
は
現
場
で

　
　
　

生
徒
達
と
向
き
合
っ
て
い
る
先

生
の
姿
で
あ
る
と
思
い
ま
す
。
一
人
一

人
の
心
に
寄
り
添
い
、
命
が
け
で
生
徒

と
向
き
合
う
こ
と
、
教
育
は
相
手
の
命

に
責
任
を
持
つ
こ
と
だ
と
思
い
ま
す
。

教
育
長
に
は
先
生
方
に
更
な
る
奮
起
を

促
し
て
い
た
だ
き
た
い
と
思
う
が
。

　
　
　
　

伊
達
市
で
は
暴
力
事
件
が
起

　
　
　

こ
る
よ
う
な
形
の
熱
意
・
意
欲

の
な
い
先
生
方
は
い
な
い
と
思
っ
て
い

る
。
校
長
、
先
生
方
は
し
っ
か
り
と
子

ど
も
た
ち
の
た
め
に
頑
張
っ
て
お
り
ま

す
。

　
　
　
　

日
本
を
担
う
子
ど
も
達
を
強

　
　
　

く
た
く
ま
し
く
賢
く
育
て
る
た

め
、
心
の
力
、
学
ぶ
力
、
体
の
力
が
必

要
不
可
欠
で
す
。
常
識
の
あ
る
人
間
、

良
識
あ
る
人
間
、
世
の
た
め
人
の
た
め

に
尽
く
す
人
間
に
育
て
て
い
く
た
め
の

施
策
に
つ
い
て
は
。

　
　
　
　

小
中
連
携
を
よ
り
一
層
強

　
　
　

め
、
生
徒
指
導
等
も
含
め
、
心

の
教
育
も
含
め
て
学
力
の
向
上
に
向
け

て
中
学
校
区
ご
と
に
集
ま
り
、
研
究
い

た
し
て
お
り
ま
す
。
昨
日
も
梁
川
中
学

校
に
８
つ
の
小
学
校
が
集
ま
り
授
業
研

究
会
を
通
し
子
供
達
の
学
力
、
先
生
方

の
指
導
力
を
高
め
あ
っ
て
い
る
と
こ
ろ

で
す
。

■
教
育
行
政
に
つ
い
て中村　正明　議員

　
　
　
　

「
学
校
は
地
域
の
核
で
あ

　
　
　

る
」
と
市
長
は
常
に
発
言
し
て

い
る
た
め
に
、
統
合
が
進
ま
ず
、
梁
川

町
に
は
小
規
模
校
が
５
つ
あ
り
ま
す
。

児
童
数
減
少
に
よ
り
、
統
合
す
る
と
跡

地
利
用
が
問
題
に
な
り
ま
す
。
地
区
の

皆
さ
ん
の
考
え
は
あ
る
と
思
い
ま
す
の

で
、
早
い
機
会
に
統
合
と
跡
地
利
用
の

計
画
を
策
定
し
、
将
来
に
備
え
て
い
た

だ
き
た
い
と
思
い
ま
す
が
、
市
長
の
お

考
え
を
伺
い
ま
す
。

　
　
　
　

梁
川
地
区
の
５
つ
の
学
校
に

　
　
　

つ
い
て
は
、
こ
れ
か
ら
の
児
童

数
の
減
少
を
見
込
み
ま
す
と
、
統
合
も

や
む
な
き
と
い
う
こ
と
も
否
定
し
が
た

い
と
思
っ
て
い
ま
す
。
そ
の
点
で
は
、

跡
地
を
ど
の
よ
う
に
地
域
振
興
に
結
び

つ
け
る
か
は
非
常
に
重
大
だ
と
思
っ
て

お
り
ま
す
。

　

た
だ
、
現
段
階
で
は
、
ま
だ
そ
う
い

う
状
況
に
至
っ
て
お
ら
ず
、
も
う
少
し

時
間
を
い
た
だ
き
た
い
と
思
い
ま
す
。

た
だ
議
員
が
言
わ
れ
る
こ
と
も
当
然
考

え
る
べ
き
事
柄
だ
と
い
う
認
識
は
強
く

持
っ
て
い
る
つ
も
り
で
す
。

■
少
子
化
に
よ
る
小
学
校
統
合
と
地
域
づ
く
り

八巻　善一　議員

加
の
補
正
で
、
２
万
１
千
円
を
増
額
し
、
補
正
後
の
予
算

総
額
を
６
１
３
万
１
千
円
と
し
ま
し
た
。

●
平
成
24
年
度
伊
達
市
月
舘
宅
地
造
成
事
業
特
別
会
計
補

　

正
予
算
（
第
１
号
）　

　

前
年
度
繰
越
金
の
確
定
に
よ
り
一
般
会
計
繰
入
金
の
減

額
の
補
正
で
、
補
正
後
の
予
算
総
額
は
変
わ
ら
ず
１
１
４

０
万
２
千
円
と
し
ま
し
た
。

●
平
成
24
年
度
各
財
産
区
特
別
会
計
補
正
予
算

　

前
年
度
繰
越
金
の
確
定
に
よ
り
各
財
産
区
の
基
金
繰
入

金
及
び
積
立
金
等
を
補
正
し
ま
し
た
。

●
平
成
24
年
度
伊
達
市
水
道
事
業
会
計
補
正
予
算
（
第
１
号
）

　

梁
川
小
学
校
建
設
用
地
に
係
る
梁
川
第
１
水
源
地
建
物

等
解
体
工
事
経
費
及
び
人
事
異
動
に
よ
る
職
員
人
件
費
等

に
つ
い
て
の
補
正
で
、
収
益
的
支
出
を
１
８
０
１
万
２
千

円
増
額
し
、
補
正
後
の
収
益
的
支
出
を
14
億
７
４
２
６
万

１
千
円
と
し
ま
す
。
ま
た
、
資
本
的
支
出
を
２
９
３
万
６

千
円
減
額
し
、
補
正
後
の
資
本
的
支
出
を
７
億
４
２
０
５

万
５
千
円
と
し
ま
し
た
。

■

人
　
事

●
人
権
擁
護
委
員
候
補
者
の
推
薦
意
見

　

２
名
の
人
権
擁
護
委
員
の
任
期
満
了
に
伴
い
、
人
権
擁

護
委
員
候
補
者
を
推
薦
す
る
に
あ
た
り
適
任
で
あ
る
。

　

八
巻
忠
一
さ
ん
（
伊
達
市
梁
川
町
）

　

菅
野
邦
夫
さ
ん
（
伊
達
市
霊
山
町
）

山舟生小学校
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伊
達
市
と
し
て
再
生
可
能
エ

　
　
　

ネ
ル
ギ
ー
導
入
促
進
に
つ
い
て

伺
い
ま
す
。
特
に
小
水
力
発
電
は
、
東

根
堰
だ
け
で
な
く
利
用
で
き
る
所
が
あ

り
ま
す
。
嬬
恋
村
で
は
地
産
・
地
消
と

し
て
地
元
利
用
が
取
組
ま
れ
て
い
ま

す
。
嬬
恋
村
で
は
投
資
を
２
年
で
取
り

返
し
た
と
さ
れ
て
い
ま
す
。
取
組
ん
で

い
る
所
の
話
し
を
聞
き
、
取
り
組
む
目

標
を
決
め
る
べ
き
で
す
。
高
コ
ス
ト
の

原
発
よ
り
、
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の

導
入
で
、
雇
用
の
創
出
の
取
り
組
み
を

す
べ
き
と
思
い
ま
す
。

　
　
　
　

太
陽
光
発
電
シ
ス
テ
ム
導
入

　
　
　

負
担
軽
減
と
、
太
陽
光
パ
ネ
ル

を
３
年
か
け
て
本
庁
・
分
庁
・
総
合
支

所
に
設
置
し
ま
す
。
小
水
力
発
電
で

は
、
東
根
堰
で
の
調
査
を
し
ま
す
。
先

進
地
で
取
組
ん
で
い
る
所
の
話
を
聞
く

機
会
を
設
け
、
早
く
取
組
む
べ
き
と
考

え
ま
す
。

　
　
　
　

伊
達
市
で
は
農
産
物
の
消
費

　
　
　

拡
大
Ｐ
Ｒ
が
足
り
な
い
と
聞
き

ま
す
が
。
イ
ノ
シ
シ
の
被
害
も
増
え
、

耕
作
放
棄
地
が
増
加
す
る
心
配
が
あ
り

ま
す
。
対
応
は
ど
う
し
て
い
ま
す
か
。

剪
定
枝
の
仮
置
場
と
ビ
ニ
―
ル
の
処
理

対
策
に
つ
い
て
伺
い
ま
す
。

　
　
　
　

ト
ッ
プ
セ
ー
ル
ス
と
物
産
展

　
　
　

を
し
て
い
ま
す
。
耕
作
放
棄
地

対
策
で
は
農
地
の
集
積
等
を
し
ま
す
。

仮
置
場
、
ビ
ニ
ー
ル
の
処
理
は
農
業
関

係
団
体
と
協
議
を
進
め
て
ま
い
り
ま

す
。

■
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
導
入
と
農
業
再
生
支
援
を
問
う

菅野　富夫　議員

　
　
　
　

議
会
は
放
射
能
汚
染
の
長
期

　
　
　

補
償
と
し
て
、
固
定
資
産
税
制

度
の
廃
止
実
現
に
向
け
活
動
し
て
い
ま

す
が
、
政
治
家
と
し
て
共
に
国
に
求
め

る
こ
と
が
で
き
な
い
か
、
又
、
他
に
良

策
を
お
考
え
か
市
長
の
所
見
を
伺
い
ま

す
。

　
　
　
　

ま
ず
は
放
射
線
量
を
下
げ
市

　
　
　

民
の
安
全
確
保
が
最
優
先
、又
、

被
害
感
に
は
個
人
差
も
あ
り
一
律
な
手

法
は
難
し
く
、
具
体
的
に
国
に
何
を
求

め
る
か
今
は
考
え
て
お
り
ま
せ
ん
。

　
　
　
　

Ａ
、
Ｂ
エ
リ
ア
は
業
者
に
よ

　
　
　

り
表
土
除
去
が
行
わ
れ
、
Ｃ
エ

リ
ア
は
部
分(

ホ
ッ
ト
ス
ポ
ッ
ト)

除

染
の
方
針
で
放
射
性
物
質
が
残
る
こ
と

か
ら
子
供
達
を
安
心
し
て
庭
先
で
遊
ば

せ
る
こ
と
が
で
き
ま
せ
ん
。
又
、
Ｃ
エ

リ
ア
は
町
内
会
や
個
人
で
の
作
業
や
負

担
と
な
る
た
め
限
界
が
あ
り
、
Ａ
・
Ｂ

エ
リ
ア
同
様
平
等
に
業
者
除
染
す
べ
き

と
考
え
ま
す
が
、い
か
が
か
伺
い
ま
す
。

　　
　
　
　

目
指
す
の
は
放
射
線
量
の
低

　
　
　

減
化
で
合
理
的
且
つ
効
率
的
に

行
い
物
質
を
全
て
取
り
除
く
こ
と
で
は

あ
り
ま
せ
ん
が
、
住
民
の
安
心
は
重
要

な
課
題
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
満
足
度
の

向
上
に
む
け
努
力
し
て
参
り
ま
す
。

■
原
発
事
故
長
期
補
償
に
固
定
資
産
税
の
無
料
化
を

高橋　一由　議員

Ｃ
エ
リ
ア(

低
線
量
地
域)

も

Ａ
・
Ｂ
エ
リ
ア
と
同
じ
除
染
を

■

決
　
算

●
平
成
23
年
度
一
般
会
計
歳
入
歳
出
決
算
ほ
か
25
件
の
認
定

　

平
成
23
年
度
一
般
会
計
は
じ
め
、
各
会
計
の
歳
入
歳
出

決
算
の
認
定
25
件
に
つ
い
て
、
地
方
自
治
法
第
２
３
３
条

第
３
項
の
規
定
に
よ
り
、
監
査
委
員
の
意
見
を
添
え
て
議

会
の
認
定
に
付
さ
れ
ま
し
た
。
そ
れ
ぞ
れ
の
所
管
の
常
任

委
員
会
で
審
査
を
行
い
、
本
会
議
で
認
定
し
ま
し
た
。

　

平
成
23
年
度
公
営
企
業
会
計
決
算
認
定
の
１
件
に
つ
い

て
、
地
方
公
営
企
業
法
第
30
条
第
４
項
の
規
定
に
よ
り
、

監
査
委
員
の
意
見
を
添
え
て
、
議
会
の
認
定
に
付
さ
れ
ま

し
た
が
、同
じ
く
認
定
し
ま
し
た
。
※
決
算
に
つ
い
て
は
、

「
市
政
だ
よ
り
11
月
号
」
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

■

議
員
発
議

●
福
島
県
商
業
ま
ち
づ
く
り
の
推
進
に
関
す
る
条
例
の
廃

　

止
を
求
め
る
決
議

　

県
条
例
に
よ
る
商
業
施
設
の
出
店
調
整
は
、
県
へ
の
積

極
的
投
資
や
魅
力
あ
る
商
業
施
設
の
立
地
を
阻
害
し
、
市

町
村
が
進
め
る
復
興
の
大
き
な
障
害
と
な
っ
て
い
る
こ
と

か
ら
、
条
例
の
廃
止
を
求
め
る
よ
う
決
議
し
ま
し
た
。

●
東
京
電
力
福
島
第
一
原
子
力
発
電
所
事
故
を
「
人
災
」

　

と
認
め
責
任
あ
る
対
応
を
求
め
る
意
見
書

　

国
会
事
故
調
査
委
員
会
よ
り
衆
参
両
院
議
長
に
提
出
さ

れ
た
報
告
書
に
お
い
て
、
今
回
の
事
故
は
「
自
然
災
害
で

は
な
く
人
災
で
あ
る
」
と
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
国
に

対
し
人
災
と
認
め
責
任
あ
る
対
応
を
図
る
よ
う
求
め
る
た

め
意
見
書
を
議
決
し
、
関
係
大
臣
に
送
付
し
ま
し
た
。



※
こ
れ
以
外
の
案
件
等
は
全
会
一
致
で
可
決
承
認
さ
れ
て
い
ま
す
。
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９
月
定
例
会
賛
否
一
覧
表

議
決
結
果

賛
成
・
反
対

26 25 24 23 22 21 20 19 18 17 16 15 14 13 12 11 10 9 8 7 6 5 4 3 2 1
議席番号　　　　　
議員名　　　　　　

　　　　　　議案等

吉
田　

一
政

齋
藤　

和
人

佐
藤　
　

勲

松
本　

善
平

八
巻　

善
一

滝
澤　

福
吉

半
澤　
　

隆

原
田　

建
夫

菅
野　

富
夫

佐
々
木
英
章

清
野　

公
治

熊
田　

昭
次

高
橋　

一
由

安
藤　

喜
昭

中
村　

正
明

菅
野
與
志
昭

大
條　

一
郎

佐
藤　
　

実

小
野　

誠
滋

大
橋　

良
一

佐
々
木　

彰

菊
地　

邦
夫

大
和
田
俊
一
郎

丹
治
千
代
子

佐
藤　

直
毅

菅
野　

喜
明

可　

決

賛
成
19
：
５
反
対

議
長
は
採
決
に
加
わ
ら
な
い
。

○ ○ ○ ● ○ ● 欠 ○ ○ ○ ○ ● ○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ●

賛
成
○
、
反
対
●

議
案
第
89
号

可　

決

賛
成
19
：
５
反
対

○ ○ ○ ○ ○ ● 欠 ● ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ○ ○ ○ ○

議
員
発
議
第
２
号

可　

決

賛
成
24
：
０
反
対

○ ○ ○ ○ ○ ○ 欠 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

議
員
発
議
第
３
号

否　

決

賛
成
０
：
24
反
対

● ● ● ● ● ● 欠 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

陳
情
第
４
号

　去る７月５日、衆参両院議長に対し国会事

故調査委員会から東京電力福島第一原子力発

電所事故に関する報告書が提出されました。

この中で、地震や津波などの自然現象を起因

とするシビアアクシデント（過酷事故）への

対策として、その必要性を認識しながら当然

に備えておくべき対策を怠ったこと。また、

これまでのスリーマイル島事故やチェルノブ

イリ事故などの世界的な原発事故等の教訓を

踏まえ、原子力発電を扱う先進各国がその安

全対策を講じてきているにもかかわらず安全

対策が取られないまま、その対応を先送りし

てきたことを指して、今回の事故を「自然災害」

ではなく「人災」と断定しています。

　このことは、これまで国策として原子力行

政を推進してきた国の責任が極めて重大であ

りその責任は免れないことを示しています。

　依然として、事故は収束しておらず被害も

継続しており、被災市町村は今なお、その対

応に追われています。

　よって、国会事故調査委員会が「人災」で

あると断定したことを踏まえて、下記のとお

り対策を求めます。

記

１　国は、速やかに今回の事故を「人災」と

　認め、低線量地を含めすべての被災者に責

　任ある対応をとること。

２　避難を余儀なくされた被災者及び自主避

　難者が一刻も早くふるさとに帰還できるよ

　う、国が主体的に取り組むこと。

３　破損した原子炉をはじめ、原子力プラン

　トの早急な収束に向けて取り組みを強める

　こと。

　以上、地方自治法第99条の規定に基づき、

意見書を提出します。

　　平成24年９月24日

　　　　福島県伊達市議会議長　吉田　一政

内閣総理大臣　　　　　野田　佳彦　様

経済産業大臣　　　　　枝野　幸男　様

環境大臣　　　　　　　細野　豪志　様

復興大臣　　　　　　　平野　達男　様

文部科学大臣　　　　　平野　博文　様

東京電力福島第一原子力発電所事故を「人災」と認め　　　
　　　　　　　　　　　　　　責任ある対応を求める意見書

福
島
県
商
業
ま

ち
づ
く
り
の
推

進
に
関
す
る
条

例
の
廃
止
を
求

め
る
決
議

平
成
24
年
度
伊

達
市
一
般
会
計

補
正
予
算
（
第

２
号
）

東
京
電
力
福
島

第
一
原
子
力
発

電
所
事
故
を

「
人
災
」
と
認

め
責
任
あ
る
対

応
を
求
め
る
意

見
書

山
林
に
対
す
る

固
定
資
産
税
の

免
税
措
置
に
関

す
る
陳
情
書　
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去
る
10
月
１
日
、
決
議
に
基
づ

き
、
県
及
び
県
議
会
へ
要
望
活
動

を
行
い
ま
し
た
。

　

要
望
は
、
復
興
に
向
け
、
地
域

経
済
の
活
性
化
、
雇
用
創
出
が
求

め
ら
れ
る
中
、
条
例
に
よ
り
県
へ

の
商
業
施
設
の
立
地
が
阻
害
さ

れ
、
復
興
の
妨
げ
と
な
っ
て
い
る

こ
と
か
ら
、
条
例
の
廃
止
を
求
め

た
も
の
で
、
正
副
議
長
及
び
５
会

派
の
代
表
が
、
県
議
会
議
長
、
県

議
会
各
会
派
及
び
商
工
労
働
部
長

に
要
望
書
を
手
渡
し
、
要
望
の
趣

旨
を
説
明
し
、
廃
止
を
求
め
ま
し

た
。

　

県
は
現
在
、
見
直
し
作
業
を
進

め
て
い
る
と
説
明
し
た
が
、
伊
達

市
議
会
と
し
て
は
、
今
後
の
ま
ち

づ
く
り
や
地
域
の
活
性
化
を
図
る

た
め
に
は
、
見
直
し
で
な
く
廃
止

だ
と
強
く
訴
え
、
理
解
を
求
め
ま

し
た
。

吉田議長より伊東福島県商工労働部長へ手渡した。

　近年、大型店の新規出店については、改正

まちづくり三法の施行後全国的にも減少傾向

にはあるが、特に福島県においては「福島県

商業まちづくりの推進に関する条例」の施行

により、調整の対象となる大規模商業施設の

新規立地がないうえ、中心市街地においても

大型店の撤退・閉店に歯止めがかからず、加

えて道路・交通網の整備などもあり、隣県等

に立地する大型ショッピングセンターやアウ

トレットモールへの消費の流出が一層進む状

況となっている。

　このような中、昨年の東日本大震災は、地

震及び津波により本県に甚大な被害をもた

らすとともに、同時に発生した東京電力福島

第一原子力発電所の事故が県民の生活に多大

な影響を与えており、今なお多くの住民が避

難や放射能に怯える生活を余儀なくされてい

る。また、産業経済に与えた影響も大きく、

収入の低下、事業所の閉鎖、失業など深刻な

危機をもたらしている。

　この震災及び原発事故は、本県の生活環境

や産業・経済の基盤を大きく揺るがすもので

あり、あらゆる知恵と力を結集し、徹底した

除染による環境回復はもとより迅速で可能な

限りの対策を実施し、一日も早い安全・安心

の回復と避難者の帰還及び住民生活の安定を

実現しなければならない。

　特に今後の復興においては、住民の帰還や

生活の安定を図るうえで、大きなダメージ

を受けた地域経済の立て直しと、雇用の確保

が極めて重要であるが、原発事故の影響もあ

り大変困難な状況にある。また、今回の復興

は、単なる震災前への原状回復にとどまるこ

となく、将来を見据えさらなる発展を目指す

ものであり、思い切った施策を実施し、本県

への投資の拡大による新たな商工業の立地を

進め、地域経済の活性化及び雇用の創出を

図っていくことが必要である。

　しかしながら、県が制定した「福島県商業

まちづくりの推進に関する条例」による商業

施設の出店調整は、本県への積極的投資や魅

力ある商業施設の立地を阻害し、市町村が進

める復興の大きな障害になっている。

　よって、県においては、一日も早い県内市

町村の均衡ある復興・発展のため、早期に

「福島県商業まちづくりの推進に関する条

例」を廃止するよう強く要望する。

　以上、決議する。

　　

　　平成24年９月24日

　　　　　　　　　　伊　達　市　議　会
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　■

発
行
　
議
会
広
報
委
員
会

〒
960-0692　福

島
県

伊
達

市
保

原
町

字
舟

橋
180番

地（
伊

達
市

役
所

本
庁

舎
）

　☎
024-575-1217　

ホ
ー

ム
ペ

ー
ジ

　http://w
w
w
.city.date.fukushim

a.jp/　
　
　 印

刷
・
製
本
／
阿
喜
印
刷
所

　

去
る
十
月
二
十
七
日
、
伊
達
市
は

発
足
後
初
の
総
合
防
災
訓
練
を
行
い

ま
し
た
。

　

訓
練
想
定
は
、
県
内
全
域
に
大
雨

洪
水
警
報
が
発
令
さ
れ
、
さ
ら
に
福

島
県
相
馬
沖
を
震
源
と
す
る
大
地
震

が
発
生
、
規
模
は
マ
グ
ニ
チ
ュ
ー
ド

７
・
４
と
推
定
、
伊
達
市
で
震
度
６

強
を
観
測
、
市
内
は
甚
大
な
被
害
が

発
生
し
て
い
る
模
様
で
あ
る
、
と
の

想
定
。

　

訓
練
は
市
役
所
で
の
非
常
招
集
・

災
害
対
策
本
部
設
置
か
ら
始
ま
り
東

根
川
堤
防
、
中
野
病
院
、
保
原
小
学

校
の
４
ヵ
所
で
、
約
４
時
間
か
け
て

行
わ
れ
る
大
規
模
な
も
の
で
し
た
。

　

ご
協
力
頂
い
た
市
民
の
皆
様
、
そ

し
て
関
係
各
位
に
、
心
か
ら
敬
意
と

感
謝
を
申
し
上
げ
ま
す
。

　

訓
練
に
参
加
し
て
改
め
て
『
備
え

あ
れ
ば
憂
い
な
し
』『
予
防
は
治
療

に
勝
る
』
を
実
感
し
ま
し
た
。

　

議
会
広
報
委
員
会

　
　

委
員
長　

佐　

藤　
　
　

実

　
　

副
委
員
長　

佐
々
木　
　
　

彰

　
　

委　
　

員　

中　

村　

正　

明

　
　

委　
　

員　

大　

條　

一　

郎

　
　

委　
　

員　

佐　

藤　

直　

毅

　
　

委　
　

員　

菅　

野　

喜　

明

採決の結果 陳　情　件　名 陳　情　者

不　採　択 山林に対する固定資産税の免税措置に関する陳情書

福島市岡部字前田137番地１
福島県北森林組合　代表理事組合長　渡邉　恒雄
福島市中町５番18号　林業会館４Ｆ
福島県森林組合連合会　代表理事会長　國井　常夫

みなさんからの請願・陳情
　９月定例会で受理したのは、陳情１件でした。所管の委員会に付託して審査し、委員長が本会議に審査結果を報告、
採決の結果、次のとおり決しました。

○11月29日(木)午前10時に招集されます。
　伊達市議場（伊達市役所保原本庁　議会棟３階）
※なお、詳しい審議日程は、議会運営委員会で決まり
ます。　　　　　　　　　　　【電話024-575-1217】

○受付簿に氏名等記入だけでの簡単な手続きで、議会
　傍聴ができます。お気軽にお出かけください。
○団体で傍聴される場合は、事前に議会事務局へご連
　絡ください。

○議会映像を録画によりインターネット配信をしてい
　ます。ご覧になる方は、伊達市議会ホームページに
　アクセスし、「議会中継」をクリックしてください。

12月定例議会の予定

議会を傍聴してみませんか

議会映像を録画配信しています
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※（不採択理由）伊達市議会としては、固定資産税すべての地目について廃止求めている。したがって山林のみの免税は不採択とした。
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１班　伊達東小学校区（伊達東公民館）、大田小学校区（大田公民館）

２班　粟野小学校区（粟野農業構造改善センター）、上保原小学校区（上保原公民館）

１

Ｑ　政務調査費の使い方。使わない議員もいる
ようだ。バランス良く使用すべきではないか。
Ａ　それぞれの議員の考え方があり、使わない
議員もいます。詳細は、議会事務局に連絡の
上、閲覧することができます。

Ｑ　政務調査費の使い方。会派内で使用する額
に個人差はないのか。
Ａ　会派の中でも調査・研究する内容に違いが
あるので、使用する額に差が生じることがあり
ます。

Ｑ　ＨＰによる情報について、高齢者には使え
ないのではないか。
Ａ　広報誌とＨＰにより補完し合って、情報を
伝達、配信しています。

Ｑ　50万の補助を使い大泉の２町内会で、除染
を行った。効果はあるのか。
Ａ　線量低減化に効果はあります。

Ｑ　仮置き場については賃貸借契約を結ぶべき
である。農地法に抵触するのではないか。
Ａ　農地法上の書類は、提出されています。

Ｑ　ＷＢＣの活用方法。費用はかかるのか。
Ａ　検査場所と費用はかかりません。

Ｑ　ガラスバッジの意味があるのか。
Ａ　健康管理のため実施しています。

Ｑ　衛生処理組合議会に伊達市は我々の代表を
送って我々の生活を良くすることが仕事なので
しょう。それなのに我々は被害者になってい
る。どうして住民同士をいがみ合いさせるの
か。中央に向かって意見を発しないのか。
Ａ　この件については、全く議会でわからない
ことですから、本市の議会から出ている衛生処
理組合議会の議員の方に説明を求めまして、そ
こで話を聞かさせていただきます。

Ｑ　桑折町に一番近い向川原の所ですが。桑折

町がなんの説明もなく、勝手に仮置き場を計画
している。伊達市では仮置き場について全然聞
いていないのですか。
Ａ　今年の１月19日にそういう話が持ち上がり
いろいろ聞こえてきたので、口頭では、何度も
桑折町には住民に説明会を行うように言ったそ
うです。しかし、説明会は開かれずに現在の状
況になっています。７月13日付けで、桑折町長
に対して伊達市長名で、誠意ある対応で住民に
理解を求めるための説明会を行って欲しいとい
う文書を出しています。

　伊達市議会では、議決機関としての説明責任と市民に開かれた議会を進めていくために、去る７月
21日、22日の両日、小学校区単位の市内10会場において、議会報告会を開催しました。報告会では、
３月、６月定例会で審議された予算や議案、議会基本条例にもとづく議会改革について、をテーマに
意見交換をしました。全体で98名の市民の参加者があり、議会活動のあり方や市政全般について112
項目にわたり意見や要望があり、活発に質疑が交わされました。
　今回、その主な内容をＱ＆Ａ方式で｢議会報告会特集｣として市民の皆さんにお知らせいたします。



２

３班　堰本小学校区（堰本ふるさと会館）、小国小学校区（小国ふれあいセンター）

Ｑ　被災地の町村は結びついているのですか、
全県的に議員が結びついているものは何かあり
ますか。
Ａ　連携はとれています。被災13市町村議会連
絡協議会を作って、国に要望をしております。
しかし、市民の皆さまからは、その姿が見えな
いと言うことですので、努力します。

Ｑ　果樹除染の報酬が違うのは、どうなってい
るのか。
Ａ　ＪＡ伊達みらいと新ふくしまでは２倍くら
い違います。当初、新ふくしまでは1500円で単
価設定したが、作業員が集まらず3000円にした
経緯があり、県に調整を頼んだが、うまくいか
なかったと聞いております。

Ｑ　粟野小学校体育館の建て替えのための設計
委託費をつけてもらった。今後、体育館を作る
際に、どのように住民の声を拾いあげてくれる
のか。
Ａ　地元の声をどう生かしていくかという会
は、まだ作られていません。

Ｑ　昨年の東日本大震災の際、４泊５日の地元
の避難所をここに設置した。のべ500人近くの
飲み水、食料、毛布、発電機などを住民から支
援してもらった。災害時の発電機などの対応を
平成24年度の予算に配慮されていますか。
Ａ　各集会所に発電機を置くといった検討がな
されていると聞いています。具体的なスケジュ
ールは聞いていないので確認させてください。

Ｑ　旧町時代の方が、非常食など備蓄してあっ
た。伊達市になってから、食料も水もなかっ
た。また、病人が出て、救急車も出動した。そ
の場合、保健婦や看護師さんをすぐに派遣して
もらえる体制にしてもらいたい。今年度は、食
料を用意してないのか。民間の方々から、食料
を分けてもらっていたので、配慮願いたい。
Ａ　大きな予算の中でとっていて、その中で災
害時の非常食の備蓄という意味で、予算をとっ
ているかそれも確認させてください。

Ｑ　線量マップを見てもどこがどこだかわから
ない。ここはＣエリアですが、ところどころ、
高線量のところがあると思います。そこを調べ
て、公表すべきだと思いますし、きちんとした
マップを作ってもらいたい。
Ａ　マップについてですが、Ｃエリアについて
も、市民生活部の放射能対策課で、測ったもの
を有効に使用して参りますのでご理解を願いま
す。

Ｑ　消防団ラッパ隊組織体制の条例改正につい
て伺います。
Ａ　市消防団のラッパ隊長を新たに設け、分団
長と同じ区分に位置づけをする条例の一部改正
です。

Ｑ　「政務調査費」が月３万円であるが、各自
治体では廃止・減額の見直し等検討されている
ようですが、当議会は検討をしているのか、
又、調査費は議案提案等のため議会に十分反映
されるよう活用されているのか伺います。
Ａ　「議会基本条例」に沿って議会活動を進め
ており、各種研修等々に参加の上、議会に反映
する為に意欲的に研鑽をしております。調査費
の額が妥当であるかどうかは別として、昨年は

交付額の半額で調査・研究等々に活用致しまし
た。減額等の見直しは検討はなされていません
が、議会運営に十分生かすために有効に使用し
て参りますので、ご理解を願います。

Ｑ　「霊山道路」も事業着手されましたが、地
域の経済・農業等々の活性化・振興（月舘・霊
山）の為インターチェンジ近くに「道の駅」を
必ず設置されるよう要望致します。また、他地
域でも要望はありますか。
Ａ　「道の駅」設置については、当地域より陳
情書が提出され議会にて採択しております。市
当局と一体となって国に設置要請致して参りま
す。他地域からの要望等は、現在聞いておりま
せん。



３

Ｑ　上・下小国・相葭・移藪の４地区にて、特
定避難勧奨地点の指定されていない世帯の税免
除について陳情書を提出。３月議会にて採択。
その後、議会・市はどのような協議をされてい
るのか伺います。
Ａ　ご意見のとおり、議会にて採択をして市当
局に議長より提出致しました。その後、４団体
から千名を越える署名による要望書を市に趣旨
に沿うよう提出されたとのことですが、市独自
では財源が厳しく国からの財政支援があればと
の回答であったと聞いております。現時点で
は、当局の回答のとおりであります。

Ｑ　放射能による内部被ばくが不安で早急に市
で機器を設置の上、全市民の検査を要望いたし
ます。
Ａ　８月中旬に市独自でホールボディカウンタ
を２台（中野・梁川病院）設置して放射能が比
較的高い地区から、順次、全市民対象に検査を
実施いたします。

Ｑ　伊達市に寄せられた義援金はいくらですか。
Ａ　平成24年２月末現在、被災に対しての義援
金は国より２億5,747万円、県4,115万円、本
市に直接寄付の義援金6,020万円合わせて３億
5,882万円です。

Ｑ　伊達市復興きずな基金条例を制定された
が、現在の基金額はいくらですか。又、基金の
使途について伺います。
Ａ　現在、市に寄付を頂いた義援金の内、
５千万円を基金として、今後、市の復興の事業
経費に活用することになります。

Ｑ　水田の除染をゼオライト等々で散布されま
したが、市で決定して除染を進められたのです
か。
Ａ　県・普及所・ＪＡの各関係機関の指導にて
市民の皆さんの協力を得て除染散布を実施致し
ました。

Ｑ　梁川町柳田字上畑田地内の現在は、砂利道
の市道の舗装整備について、合併前に請願書を
提出しているが、早期の改良整備を要望致しま
す。
Ａ　当地内市道22018号線（砂利道・約200ｍ）
は昨年の震災等により、事業予算も繰越となり
ましたが、整備改良は計画いたしております。

Ｑ　土壌汚染マップを市で作成する考えはあり
ますか。昨年より、再々、要望しているが、何
ら回答がありません。
Ａ　土壌汚染マップ作成については具体的な検
討はしておりません。市全域の放射線量測定マ
ップは全世帯に配布しております。

Ｑ　水道事業について会津若松市は民間委託を
されていると聞いているが、本市は検討されて
いますか。
Ａ　水道事業は企業会計で、費用対効果を求め
られています。事業運営について経営努力をし
ており、現在は、ご意見の件は検討されていま
せん。

Ｑ　除染仮置地は地域で、場所が見つからない
場合は市で探すのか。
Ａ　地域の皆さんと適地な場所を選定するため
に、市は相談・協議等々で進めていますのでご
理解下さい。

Ｑ　仮置地が私有地（農地・山林）の場合、市
との賃借料はいくらなのか伺います。
Ａ　水田・耕作地16万円、未耕作地８万円、
畑・耕作地12万円、未耕作地６万円、山林３万
円、何れも10ａ当りで市との賃料契約です。

Ｑ　小国全域の仮置地の面積と、現状の仮置地
はどのような状況になっていますか。
Ａ　市の想定面積は22,000㎡です。現在、市で
把握されている当地域の仮置地面積は15,000㎡
程確保されています。

Ｑ　特定避難勧奨地点の世帯指定は、市で協議
して指定したのか、国が指定したのか伺う。
Ａ　指定については市でなく、国からの通達で
指定されました。国と市が、指定世帯の協議を
どのような基準でされたかは分かりませんので
回答はできません。



４班　白根小学校区（白根農業構造改善センター）、旧泉原小学校区（泉原勤労者交流センター）

４

５班　五十沢小学校区（五十沢農業構造改善センター）、月舘小学校区（月舘ふるさとふれあいセンター）

Ｑ　ホールボディカウンタの検査後ＮＤ以上の
人には知らせるだけのようだがケアをすること
が大事ではないか。
Ａ　これから福島医大の先生とお話をし、基準
値を決め、超えた人に対しては保健センターの
職員がケアに務める。

Ｑ　家族が避難している往復の交通費も大変で
その分の支援は無いのか。
Ａ　自主避難に対しては、支援はありません。

Ｑ　申告で田を作らないと経費は認められない
と税務課から言われた、田の管理も経費が掛か
る。何とか認めてほしい。
Ａ　休耕田の草刈及び除草剤を使用した領収書
があれば経費として認める。

Ｑ　企業誘致を考えているのか、職場が無けれ
ば地元で生活が出来ないし、避難からも戻って
これない。
Ａ　常に随時、情報を得て県と話し合い、企業
誘致に取り組んでいます。

Ｑ　特定避難勧奨地点指定世帯の税減免はいつ
までですか。また全て被害世帯であるにも関わ
らず、何故、差別されるのか、同じ地域に居住
し、同じ空気を吸って生活しているのに不平等
ではないかと思います。

Ａ　税の減免措置は本年３月末で終了致しまし
た。確かにご意見の通りです。再々、国に要望
をしてきておりますが、国の対応が明確に発せ
られていないので、今後も、強く要望して参り
ます。

Ｑ　議会として脱原発の賛否は。
Ａ　福島原発事故による多方面への影響を考え
た時、福島県内の原発の廃炉に関しては一致す
るところですが、脱原発の賛否は現時点での議
会としての対応はされていません。

Ｑ　阿武隈川の放射能汚染の測定は、どのよう
になっているのか。
Ａ　河川水質について、偶数月は福島県、奇数
月は環境省が測定してきましたが、平成24年４
月以降、県での測定はやっていません。環境省
のみ２ヵ月に１回測定をしています。

Ｑ　花工房の経営形態は。
Ａ　一般社団法人つきだて振興公社として平成
22年10月５日設立し、運営しています。

Ｑ　阿武隈川、山舟生川合流点の対岸周辺一体
の浸食が見うけられるが、護岸工事が必要だ。
Ａ　福島河川国道事務所へ問い合わせをしまし
たが、現在、護岸工事の計画・予定はないとの
ことです。

Ｑ　伊達地区でのケーブルテレビの他地区への
拡大はないのか。
Ａ　一般質問等で当局の考えを伺うことが以前

にあり、当局としては事業拡大に多額の財源が
見込まれるため難しいと答弁がありました。代
替として、光ケーブル敷設が拡大され、ネット
による配信が行われているので活用してくださ
い。

Ｑ　学校給食の安全、安心対策はどのように
なっているのか。
Ａ　食材の検査を徹底して行っています。（10
ベクレル /㎏　基準値）

Ｑ　ホールボディーカウンタ２台購入とのこと
だが、高いのではないか。なぜ随意契約なの
か。
Ａ　型式、機能等、他との比較が難しい面があ
り、競争入札はなじまないので、緊急性もあり
随意契約となりました。

Ｑ　地域づくり支援員の役割について。
Ａ　中山間地域で地元の人たちと共に地域おこ
しに従事しています。少子高齢化や過疎化の進
行により地域力が低下している状況下、地域の
皆さんと一緒に暮らしながら「前」へ進める活
動をしています。
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